
第34回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

連結注記表
個別注記表

（自　2018年７月１日　至　2019年６月30日）

株式会社サニーサイドアップ

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条に基づき、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.ssu.co.jp）に掲載する
ことにより株主の皆様にご提供しております。



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数　　　　　　　　９社
・主要な連結子会社の名称　　　　株式会社ワイズインテグレーション

株式会社フライパン
株式会社クムナムエンターテインメント
SSU HAWAII, INC
bills waikiki LLC
SUNNY SIDE UP KOREA,INC
株式会社エアサイド
株式会社サニーサイドアップキャリア
株式会社スクランブル

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法適用の関連会社数　１社

　ENGAWA株式会社

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
・商品及び製品　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）
・未成業務支出金　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）
・原材料及び貯蔵品　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）
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②　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び2016年４月１日以降取
得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。
　主要な耐用年数は次のとおりです。
　建物及び構築物 ３～15年
　機械装置及び運搬具 ３～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度
における支給見込額に基づき計上しております。

④　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めて計上しております。
⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については５年間の定額法により償却を行っております。
⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示しております。
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　（連結貸借対照表）
　　前連結会計年度において、「固定負債」において独立掲記していた「長期預り金」は金額的重要性が乏し

くなったため、当連結会計年度より「固定負債」の「その他」に含めております。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
現金及び預金 15,800千円

計 15,800千円
②　担保に係る債務

買掛金 20,880千円
計 20,880千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 802,266千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
発行済株式
　　普通株式 7,434,400株 135,400株 －株 7,569,800株

合計 7,434,400株 135,400株 －株 7,569,800株
自己株式
　　普通株式 64,248株 66株 －株 64,314株

合計 64,248株 66株 －株 64,314株
（注）普通株式の発行済株式数の増加135,400株は、新株予約権の権利行使における新株の発行による増加で

あります。
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　⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2 0 1 8 年 ９ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 73,701千円 10.0円 2018年

６月30日
2018年

９月28日
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

　　　　次のとおり、決議を予定しております。

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2 0 1 9 年
９ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 75,054千円 10.0円 2019年
６月30日

2019年
９月30日

⑶　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
第 5 回 新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 28,800株
新 株 予 約 権 の 残 高 144個
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。
　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
　　営業債務である買掛金は、すべて1年以内の支払期日であります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2019年６月30日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含まれていません。(（注）２参照）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
⑴現金及び預金 1,575,401　千円 1,575,401　千円 ─　千円
⑵受取手形及び売掛金 2,294,501 2,294,501 ─
⑶投資有価証券

その他有価証券 13,655 13,655 ─
⑷敷金及び保証金 443,343 363,712 △79,630
⑸貸付金 20,590 20,630 39
⑹買掛金 （1,507,878） （1,507,878） ─
⑺長期借入金 （681,678） （683,383） △1,705
⑻リース債務 （38,592） （38,164） 428
負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
　（３）投資有価証券
　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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　（４）敷金及び保証金
　　これらの時価は、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。
　（５）貸付金
　　短期貸付金及び長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。
　（６）買掛金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
　（７）長期借入金
　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。
　（８）リース債務
　　リース債務の時価については、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値によ

り算定しております。
（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額97,369千円）については、市場価格がなく、時価を算定するこ

とが極めて困難であるため、上記算定対象には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 153円13銭
⑵　１株当たりの当期純利益 33円42銭
　(注)2019年７月11日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たりの純資産額、１株当たりの当期純利益を算定しております。
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７．重要な後発事象に関する注記
　当社は2019年６月６日開催の取締役会決議に基づき、2019年７月11日付で株式分割を実施しました。
⑴　株式分割の目的
　　当社の中長期計画における事業規模拡大に備え、個人投資家をはじめとする投資家の皆様に、より投資し

やすい環境を整えるため、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上及び投
資家層の拡大を図ることを目的としております。

⑵　株式分割の概要
　①　株式分割の方法
　　2019年７月10日を基準日として、同日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有する普

通株式を１株につき２株の割合をもって分割しました。
　②　分割により増加する株式数
　　　　株式分割前の当社発行済株式数　　 7,569,800株
　　　　今回の分割により増加する株式数　 7,569,800株
　　　　株式分割後の当社発行済株式数　　15,139,600株
　　　　株式分割後の発行可能株式総数　　41,984,000株

⑶　日程
　　基準日設定公告日　2019年６月25日
　　基準日　　　　　　2019年７月10日
　　効力発生日　　　　2019年７月11日

⑷　１株当たり情報に及ぼす影響
　　「１株当たり情報に関する注記」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算定し

ております。

⑸　資本金の額の変更
　　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

⑹　新株予約権の行使価額の調整
　　2019年７月11日以降に行使する新株予約権の行使価額を以下のとおり調整いたします。

名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第5回新株予約権 514円 257円

第6回新株予約権 2,088円 1,044円
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
③　たな卸資産

・未成業務支出金　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

・原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び2016年４月１日以降取得
した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。
　主要な耐用年数は次のとおりです。
　建物 ３～15年
　工具、器具及び備品 ３～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　役員賞与引当金　　　　　　　　　　　当社は役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額
に基づき計上しております。

　関係会社事業損失引当金　　　　　　　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘
案し、損失負担見込額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理　　　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年

度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保付債務
　　該当事項はありません。
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 188,693千円
⑶　偶発債務

　債務保証
　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社ワイズインテグレーション 216,070千円
株式会社フライパン 56,780千円
株式会社クムナムエンターテインメント 82,500千円
株式会社スクランブル 82,500千円

計 437,850千円
⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 146,405千円
②　長期金銭債権 572,829千円
③　短期金銭債務 104,864千円
④　長期金銭債務 100,000千円

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　売上高 224,494千円
②　営業費用 122,993千円
③　営業取引以外の取引高 36,166千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 64,314株
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６．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（固定）
未払事業税 6,338千円
未払事業所税 1,276千円
未払法定福利費 7,113千円
貸倒引当金繰入超過額 25,864千円
役員退職慰労未払金 13,618千円
未払費用 12,104千円
未成業務支出金評価損否認 396千円
投資有価証券評価損否認 3,371千円
一括償却資産繰入超過額 2,229千円
減損損失 189千円
資産除去債務 5,506千円
関係会社株式評価損 45,283千円
関係会社事業損失引当金 8,308千円

小計 131,602千円
評価性引当額 △107,420千円

計 24,181千円
繰延税金負債（固定）

資産除去債務に対応する除去費用 3,544千円
その他有価証券評価差額金 891千円

計 4,435千円
差引：繰延税金資産（固定）純額 19,746千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
　　子会社

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )

子会社

株式会社ワイ
ズインテグレ
ーション

所 有 直 接
100％

資金の貸付
役員の兼任
管理及び事
業の受託等

資金の貸付
（注）２ ─ 長期貸付金 200,000

債務保証
（注）１ 216,070 ─ ─

業務受託
（注）３ 5,058 ─ ─

株式会社フ
ライパン

所 有 直 接
51％

資金の貸付
役員の兼任
管理及び事
業の受託等

資金の回収 38,441
短期貸付金 38,441

長期貸付金 188,845

債務保証
（注）１ 56,780 ─ ─

業務受託
（注）３ 7,800 ─ ─

株式会社ク
ムナムエン
ターテイン
メント

所 有 直 接
100％

資金の借入
役員の兼任
管理及び事
業の受託等

資金の返済
（注）４ 20,000

短期借入金 30,000

長期借入金 50,000

債務保証
（注）１ 82,500 ─ ─

業務受託
（注）３ 5,282 ─ ─

株式会社サ
ニーサイド
アップキャ
リア

所 有 直 接
100％

管理及び事
業の受託等

業務受託
（注）３ 5,324 ─ ─

株式会社ス
クランブル

所 有 直 接
100％ 資金の借入

資金の返済
（注）４ 20,000

短期借入金 30,000

長期借入金 50,000

債務保証
（注）１ 82,500 ─ ─

S U N N Y  
S I D E  U P  
KOREA,INC

所 有 直 接
100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収 34,833 短期貸付金 34,833
資金の貸付
（注）２ 150,000 長期貸付金 159,499
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種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )

子会社

S S U  
HAWAII,IN
C

所 有 直 接
100％ 役員の兼任

清 算 に お け
る 資 産 の 引
受（注）５

22,696 ─ ─

清 算 に お け
る 負 債 の 引
受（注）５

59,015 ─ ─

b i l l s  
waikiki LLC

所 有 直 接
84.9％ 役員の兼任

関 係 会 社 事
業 損 失 引 当
金の計上
（注）６

27,135 関係会社事業
損失引当金 27,135

貸倒引当金繰
入額 9,023 貸倒引当金 19,762

取引条件及び取引条件の決定方針等
 

（注）１．債務保証については、設備投資及び運転資金等として金融機関からの融資に対して保証を
行ったものであり、保証料の受領はしておりません。

　　　２．各社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、各社
とも担保は受け入れておりません。

　　　３．取引金額等については、両者協議の上で決定しております。
　　　４．各社からの借入については、市場金利を勘案して決定しております。なお、各社へ担保は

預け入れておりません。
　　　５．当社は2019年6月21日開催の取締役会において連結子会社であるSSU HAWAII,INCを

清算することを決議し、その資産及び負債を引き受けることといたしました。
　　　６．bills waikiki LLCの財政状態等を勘案し、損失負担見込額として計上しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 128円72銭
⑵　１株当たりの当期純利益 15円88銭

　(注)2019年７月11日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株
式分割が行われたと仮定して１株当たりの純資産額、１株当たりの当期純利益を算定しております。

－ 12 －



９．重要な後発事象に関する注記
当社は2019年６月６日開催の取締役会決議に基づき、2019年７月11日付で株式分割を実施しました。
⑴　株式分割の目的
　　当社の中長期計画における事業規模拡大に備え、個人投資家をはじめとする投資家の皆様に、より投資し

やすい環境を整えるため、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上及び投
資家層の拡大を図ることを目的としております。

⑵　株式分割の概要
　①　株式分割の方法
　　2019年７月10日を基準日として、同日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有する普
通株式を１株につき２株の割合をもって分割しました。
　②　分割により増加する株式数
　　　　株式分割前の当社発行済株式数　　 7,569,800株
　　　　今回の分割により増加する株式数　 7,569,800株
　　　　株式分割後の当社発行済株式数　　15,139,600株
　　　　株式分割後の発行可能株式総数　　41,984,000株

⑶　日程
　　基準日設定公告日　2019年６月25日
　　基準日　　　　　　2019年７月10日
　　効力発生日　　　　2019年７月11日

⑷　１株当たり情報に及ぼす影響
　　「１株当たり情報に関する注記」は、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して算定してお

ります。

⑸　資本金の額の変更
　　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

⑹　新株予約権の行使価額の調整
　　2019年７月11日以降に行使する新株予約権の行使価額を以下のとおり調整いたします。

名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第5回新株予約権 514円 257円

第6回新株予約権 2,088円 1,044円

－ 13 －


